
１．自己資本の状況

■ 自己資本比率の状況

　当会では、多様化するリスクに対応するとともに、会員や利用者のニーズに応えるため、財務基盤の強化を経営の
重要課題として取り組んでいます。内部留保の増加に努めるとともに、業務の効率化等に取り組んだ結果、令和６年
３月末における自己資本比率は、１3．43％となりました。

■ 経営の健全性の確保と自己資本の充実

　当会の自己資本は会員からの普通出資金のほか、後配出資金により調達しています。

普通出資金
項　　　目 内　　　容

発行主体 三重県信用農業協同組合連合会
資本調達手段の種類 普通出資金
コア資本にかかる基礎項目に算入した額 286億円（前年度286億円）

後配出資金
項　　　目 内　　　容

発行主体 三重県信用農業協同組合連合会
資本調達手段の種類 後配出資金
コア資本にかかる基礎項目に算入した額 4０１億円（前年度4０１億円）

　当会におけるリスク管理とは、「経営戦略や業務方針の達成に対する不確実性の要因、すなわちリスクを、当会と
して許容できるレベルまで調整し、そのために必要な施策を行うこと」であり、そうした取り組みによって「当会経
営の安定性を確保し、期待される役割発揮が可能な状態を維持すること」を目的としています。
　このような考え方を踏まえ、具体的な取り組みとして、影響度が大きく計量可能な財務上の諸リスクを中心に、統
合的なリスクの把握と管理を行っています。この統合的なリスク管理において総体的に捉えたリスクを、自己資本を
ベースとする経営体力と比較・対照することによって、自己資本の充実度の評価を行っています。
　また、自己資本比率の算出にあたっては、「自己資本比率算出規程」および「自己資本比率算出事務手続」を制定し、
適正なプロセスにより正確な自己資本比率を算出しています。
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（１）自己資本の構成 （単位：百万円）

項         目 令和４年度 令和５年度

コア資本にかかる基礎項目（１）
普通出資または非累積的永久優先出資にかかる会員資本の額 １23,5００ １24,55９

うち、出資金および資本準備金の額 68,７52 68,７52
うち、再評価積立金の額 － －
うち、利益剰余金の額 5７,365 58,5１2
うち、外部流出予定額（△） 2,6１７ 2,７０4
うち、上記以外に該当するものの額 － －

コア資本にかかる基礎項目の額に算入される引当金の合計額 5,７９5 5,７36
うち、一般貸倒引当金および相互援助積立金コア資本算入額 5,７９5 5,７36
うち、適格引当金コア資本算入額 － －

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本にかかる基礎項目の額に含まれる額 － －
公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達
手段の額のうち、コア資本にかかる基礎項目の額に含まれる額 － －

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の四十五パーセントに相
当する額のうち、コア資本にかかる基礎項目の額に含まれる額 － －

コア資本にかかる基礎項目の額 （イ） １2９,2９5 １3０,2９5
コア資本にかかる調整項目（２）
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツにかかるものを除く。）の額の合計額 44 2７

うち、のれんにかかるものの額 － －
うち、のれんおよびモーゲージ・サービシング・ライツにかかるもの以外の額 44 2７

繰延税金資産（一時差異にかかるものを除く。）の額 － －
適格引当金不足額 － －
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 － －
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額 － －
前払年金費用の額 － －
自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額 － －
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額 － －
少数出資金融機関等の対象普通出資等の額 － －
特定項目にかかる十パーセント基準超過額 － －

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連す
るものの額 － －

うち、モーゲージ・サービシング・ライツにかかる無形固定資産に
関連するものの額 － －

うち、繰延税金資産（一時差異にかかるものに限る。）に関連する
ものの額 － －

特定項目にかかる十五パーセント基準超過額 － －
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連す
るものの額 － －

うち、モーゲージ・サービシング・ライツにかかる無形固定資産に
関連するものの額 － －

うち、繰延税金資産（一時差異にかかるものに限る。）に関連する
ものの額 － －

コア資本にかかる調整項目の額 （ロ） 44 2７
自己資本
自己資本の額（（イ）－（ロ）） （ハ） １2９,25０ １3０,268
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項         目 令和４年度 令和５年度

リスク・アセット等（３）
信用リスク・アセットの額の合計額 ９９０,００6 ９62,０１１

資産（オン・バランス）項目 ９83,2９6 ９56,6７１
うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額 － －

うち、他の金融機関等の対象資本調達手段にかかるエクスポージャー
にかかる経過措置を用いて算出したリスク・アセットの額から経過措
置を用いずに算出したリスク・アセットの額を控除した額（△）

－ －

うち、上記以外に該当するものの額 － －
オフ・バランス項目 6,７０９ 5,33９
ＣVＡリスク相当額を八パーセントで除して得た額 － －
中央清算期間関連エクスポージャーにかかる信用リスク・アセットの額 － －

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得
た額 ７,０９4 ７,９46

信用リスク・アセット調整額 － －
オペレーショナル・リスク相当額調整額 － －
リスク・アセット等の額の合計額 （ニ） ９９７,１０１ ９6９,９5７
自己資本比率
自己資本比率（（ハ）／（ニ）） １2．９6％ １3．43％

（注）１．農協法第１１条の2第１項第１号の規定に基づく組合の経営の健全性を判断するための基準にかかる算式に基づき算出しています。
なお、当会は国内基準を採用しています。

2． 当会は、信用リスク・アセット額の算出にあたっては標準的手法を、適格金融資産担保の適用については信用リスク削減手法の簡便手法を、オペレーショナル・
リスク相当額の算出にあたっては基礎的手法を採用しています。基礎的手法とは、１年間の粗利益に０．１5を乗じた額の直近3年間の平均値によりオペレーショ
ナル・リスク相当額を算出する方法です。  
なお、１年間の粗利益は、経常利益から国債等債券売却益・償還益およびその他経常収益を控除し、役務取引等費用、国債等債券売却損・償還損・償却、経費、
その他経常費用および金銭の信託運用見合費用を加算して算出しています。

 （単位：百万円）
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（２）自己資本の充実度に関する事項
　信用リスクに対する所要自己資本の額および区分ごとの内訳 （単位：百万円）

令和４年度 令和５年度

信用リスク・アセット エクスポージャー 
の期末残高

リスク・アセット額
a

所要自己資本額
ｂ＝a×4％

エクスポージャー 
の期末残高

リスク・アセット額
a

所要自己資本額
ｂ＝a×4％

現 金 １,７63 － － １,345 － －
我が国の中央政府および中央銀行向け ７6,48７ － － ９７,０55 － －
外国の中央政府および中央銀行向け 8,０68 68０ 2７ 4,6０７ 88１ 35
国 際 決 済 銀 行 等 向 け － － － － － －
我 が 国 の 地 方 公 共 団 体 向 け ９０,5９2 － － 84,０45 － －
外国の中央政府等以外の公共部門向け １,０００ 548 2１ １,3０2 6０９ 24
国 際 開 発 銀 行 向 け － － － － － －
地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 向 け 2,525 252 １０ 2,522 252 １０
我 が 国 の 政 府 関 係 機 関 向 け 63,4０6 6,34０ 253 62,56１ 6,256 25０
地 方 三 公 社 向 け 6,９68 5１5 2０ 6,９１９ 5０5 2０
金融機関および第一種金融商品取引業者向け １,１48,１32 22９,6７2 ９,１86 １,１35,７９１ 22７,4０2 ９,０９6
法 人 等 向 け 6０１,6９2 3１6,０3１ １2,64１ 552,０45 28７,７23 １１,5０8
中 小 企 業 等 向 け お よ び 個 人 向 け 28７ 2０７ 8 26９ １９2 ７
抵 当 権 付 住 宅 ロ ー ン 6 2 ０ 5 １ ０
不 動 産 取 得 等 事 業 向 け 3,９34 １54 6 3,8９4 １１5 4
三 月 以 上 延 滞 等 82０ １,１１5 44 １００ 38 １
取 立 未 済 手 形 １,865 3７3 １4 １,９43 388 １5
信 用 保 証 協 会 等 に よ る 保 証 付 １,７０１ １68 6 １,6１９ １6０ 6
株式会社地域経済活性化支援機構等による 
保 証 付 － － － － － －
出 資 等 １6,6０７ １6,6０７ 664 １6,１58 １6,１58 646

（うち出資等のエクスポージャー） １6,6０７ １6,6０７ 664 １6,１58 １6,１58 646
（うち重要な出資のエクスポージャー） － － － － － －

上 記 以 外 １3７,324 33７,8０8 １3,5１2 １3７,９７０ 336,8１5 １3,4７2
（うち他の金融機関等の対象資本等調達手段のうち対
象普通出資等およびその他外部ＴLＡＣ関連調達手段に
該当するもの以外のものにかかるエクスポージャー）

１3,844 34,6１０ １,384 １2,22１ 3０,553 １,222
（うち農林中央金庫の対象資本調達
手段にかかるエクスポージャー） １１７,９53 2９4,884 １１,７９5 １１７,９5１ 2９4,8７8 １１,７９5

（うち特定項目のうち調整項目に算入さ
れない部分にかかるエクスポージャー） 83０ 2,０７6 83 623 １,55９ 62

（うち総株主等の議決権の百分の十を超える議決権
を保有している他の金融機関等にかかるその他外部
ＴLＡＣ関連調達手段に関するエクスポージャー）

－ － － － － －
（うち総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保有し
ていない他の金融機関等にかかるその他外部ＴLＡＣ関連調達
手段のうち、その他外部ＴLＡＣ関連調達手段にかかる五パー
セント基準額を上回る部分にかかるエクスポージャー）

3,０85 4,628 １85 5,3０１ ７,９5１ 3１8

（うち上記以外のエクスポージャー） １,6１０ １,6０９ 64 １,8７3 １,8７2 ７4
証 券 化 2,356 4７１ １8 １,43０ 286 １１

（ う ち Ｓ Ｔ Ｃ 要 件 適 用 分 ） － － － － － －
（ う ち 非 Ｓ Ｔ Ｃ 要 件 適 用 分 ） 2,356 4７１ １8 １,43０ 286 １１

再 証 券 化 － － － － － －
リスク・ウェイトのみなし計算が適用される 
エ ク ス ポ ー ジ ャ ー 8０,０46 ７９,０56 3,１62 ７8,645 84,222 3,368

（ う ち ル ッ ク ス ル ー 方 式 ） 8０,０46 ７９,０56 3,１62 ７8,645 84,222 3,368
（ う ち マ ン デ ー ト 方 式 ） － － － － － －
（ う ち 蓋 然 性 方 式25０ ％） － － － － － －
（ う ち 蓋 然 性 方 式4００ ％） － － － － － －
（ う ち フ ォ ー ル バ ッ ク 方 式 ） － － － － － －

経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額 － － － － － －
他の金融機関等の対象資本調達手段にかかるエクス
ポージャーにかかる経過措置によりリスク・アセット
の 額 に 算 入 さ れ な か っ た も の の 額（ △ ）

－ － － － － －

標準的手法を適用するエクスポージャー別計 2,245,58７ ９９０,００6 3９,6００ 2,１９０,235 ９62,０１１ 38,48０
Ｃ Ｖ Ａ リ ス ク 相 当 額 ÷ ８ ％ － － － － － －
中央清算機関関連エクスポージャー － － － － － －

合 計（ 信 用 リ ス ク・ ア セ ッ ト の 額 ） 2,245,58７ ９９０,００6 3９,6００ 2,１９０,235 ９62,０１１ 38,48０
オ ペ レ ー シ ョ ナ ル・ リ ス ク に
対 す る 所 要 自 己 資 本 の 額
＜ 基 礎 的 手 法 ＞

オペレーショナル・リスク相当額
を ８ ％ で 除 し て 得 た 額 所要自己資本額 オペレーショナル・リスク相当額

を ８ ％ で 除 し て 得 た 額 所要自己資本額
ａ ｂ＝ａ×４％ ａ ｂ＝ａ×４％

７,０９4 283 ７,９46 3１７

所 要 自 己 資 本 額
リスク・アセット等（分母）合計 所要自己資本額 リスク・アセット等（分母）合計 所要自己資本額

ａ ｂ＝ａ×４％ ａ ｂ＝ａ×４％
９９７,１０１ 3９,884 ９6９,９5７ 38,７９8

（注）１．「リスク・アセット額」の欄には、信用リスク削減効果適用後のリスク・アセット額を原エクスポージャーの種類ごとに記載しています。
　　 ２．「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産（オフ・バランスを含む）のことをいい、具体的には貸出金や有価証券等が該当します。
　　 ３． 「三月以上延滞等」とは、元本または利息の支払が約定支払日の翌日から３か月以上延滞している債務者にかかるエクスポージャーおよび「金融機関および第

一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」等においてリスク・ウェイトが１5０％になったエクスポージャーのことです。
　　 ４． 「出資等」とは、出資等エクスポージャー、重要な出資のエクスポージャーが該当します。
　　 ５． 「証券化」とは、原資産にかかる信用リスクを優先劣後構造のある二以上のエクスポージャーに階層化し、その一部または全部を第三者に移転する性質を有す

る取引のことです。
　　 ６． 「上記以外」には、未決済取引・その他の資産（固定資産等）・間接清算参加者向け・信用リスク削減手法として用いる保証またはクレジット・デリバティブ

の免責額が含まれます。
　　 ７． オペレーショナル・リスク相当額の算出にあたり、当会では基礎的手法を採用しています。
　 　　　＜オペレーショナル・リスク相当額を８％で除して得た額の算出方法（基礎的手法）＞

　　（粗利益（正の値の場合に限る）×１5％）の直近３年間の合計額　÷８％　　　　　　 直近３年間のうち粗利益が正の値であった年数
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２．信用リスクに関する事項
■ リスク管理の方針および手続の概要
　信用リスクとは、信用供与先の財務状況の悪化等により資産（オフ・バランス資産を含む）の価値が減少ないし消
失し損失を被るリスクのことです。当会は信用リスクを、収益獲得に際し能動的に取得するリスクのひとつとして位
置づけ、とりわけ貸出金の信用リスクについては、内部格付制度に基づく適正なポートフォリオ運営・管理および収
益管理を行うことにより、適切に管理しています。
　信用リスク取引にかかる経営戦略に基づく年間の対処方針、運用方針等は、理事長以下で構成する企画会議または
ＡLM委員会において審議のうえ、理事会において決定しています。また、理事長以下で構成するリスク管理委員会を
毎月開催し、当会が保有するリスク量やリスク内容を把握するとともに、状況に応じて対応方針を協議・決定してい
ます。
　与信審査については、営業部門から独立した審査所管部を設置し、個別内部格付の決定、個別与信審査、大口与信
先等の信用状況のモニタリング、自己査定における第二次査定の実施を通じて、デフォルト等に伴う損失を最小限に
抑え適正なリターンの確保を図っています。

当会における貸倒引当金の計上は、「資産の償却・引当要領」に基づき計上しています。
○ 実質破綻先・破綻先に対する債権について、債権額から担保の処分可能見込額および保証による回収可能見込額

を控除した残額を個別貸倒引当金として計上しています。
○ 破綻懸念先に対する債権について、債権額から担保の処分可能見込額および保証による回収可能見込額を控除し、

その残額のうち必要と認める額を個別貸倒引当金として計上しています。
○ 要注意先（要管理先含む）・正常先に対する債権について、主として今後１年間の予想損失額または今後３年間

の予想損失額を見込んだ額を一般貸倒引当金として計上しています。
（注） 「予想損失額」とは、１年間または３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を求め、これに将来見込

み等必要な修正を加えて算定したもののことです。

■ 標準的手法に関する事項
　当会では自己資本比率算出にかかる信用リスク・アセット額は告示に定める標準的手法により算出しています。ま
た、信用リスク・アセットの算出におけるリスク・ウェイトの判定にあたり使用する格付等は次のとおりです。

① リスク・ウェイトの判定にあたり使用する格付は、以下の適格格付機関による依頼格付のみ使用し、非依頼格付は
使用しないこととしています。

適格格付機関

株式会社格付投資情報センター（Ｒ&Ｉ）
株式会社日本格付研究所（ＪＣＲ）
ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Moody’s）
Ｓ＆Pグローバル・レーティング（Ｓ＆P）
フィッチレーティングスリミテッド（Ｆitch）

② リスク・ウェイトの判定にあたり使用するエクスポージャーごとの適格格付機関の格付またはカントリー・リスク・
スコアは以下のとおりです。

エクスポージャー 適格格付機関 カントリー・リスク・スコア

中央政府および中央銀行 日本貿易保険
国際開発銀行向けエクスポージャー Ｒ&Ｉ、ＪＣＲ、Moody’s、Ｓ&P、Ｆitch
金融機関向けエクスポージャー 日本貿易保険
法人等向けエクスポージャー（長期） Ｒ&Ｉ、ＪＣＲ、Moody’s、Ｓ&P、Ｆitch
法人等向けエクスポージャー（短期） Ｒ&Ｉ、ＪＣＲ、Moody’s、Ｓ&P、Ｆitch

（注）「リスク・ウェイト」とは、当該資産を保有するために必要な自己資本額を算出するための掛目のことです。
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（１）信用リスクに関するエクスポージャー（地域別、業種別、残存期間別）および三月以上延滞
エクスポージャーの期末残高 （単位：百万円）

令和４年度 令和５年度
信 用 リ ス ク
に 関 す る エ
ク ス ポ ー ジ
ャーの残高

三月以上延
滞エクスポ
ージャー

信 用 リ ス ク
に 関 す る エ
ク ス ポ ー ジ
ャーの残高

三月以上延
滞エクスポ
ージャー

うち
貸出金等 うち債券

うち店頭
デリバテ
ィブ

うち
貸出金等 うち債券

うち店頭
デリバテ
ィブ

国 内 2,１１０,4９１ 358,3９6 56０,７０6 － １2０ 2,０5０,8７4 33０,７22 526,532 － １００
国 外 52,222 － 52,222 － － 5７,９3１ － 5７,９3１ － －

地域別残高計 2,１62,７１4 358,3９6 6１2,９28 － １2０ 2,１０8,8０5 33０,７22 584,464 － １００

法
　　　
人

農 業 5,636 5,636 － － － 5,548 5,548 － － －
林 業 － － － － － － － － － －
水 産 業 １９ １９ － － － １１ １１ － － －
製 造 業 １33,９７3 34,９2９ 88,82７ － － １１3,７84 35,5９１ 6９,１１９ － －
鉱 業 2９5 2９5 － － － 25１ 25１ － － －
建設・不動産業 ７3,９68 35,3０９ 34,33１ － 43 ７2,838 3７,2０3 3１,42１ － 25
電気・ガス・熱
供 給・ 水 道 業 ９4,７０１ １2,７７９ ７8,362 － － 86,668 １１,７１4 ７4,6０１ － －

運 輸・ 通 信 業 ７6,226 2１,2９９ 5０,０82 － － ７3,１2７ 2１,００4 4７,2０3 － －
金 融・ 保 険 業 １,4９4,642 １７９,１26 １5７,０4９ － － １,4７3,28１ １54,１25 １53,682 － －
卸売・小売・飲
食・サービス業 ９９,９０5 45,4９７ 4９,5０6 － ７2 8９,９34 44,７０6 4０,284 － ７１

日本国政府・地
方 公 共 団 体 １6７,０７９ 22,９2７ １43,42９ － － １8１,１００ 2０,０48 １6０,26９ － －

上 記 以 外 5,5７2 223 3,4００ － － 6,236 222 4,6０７ － －
個 人 352 352 － － 4 2９5 2９5 － － 4
そ の 他 １０,34０ － ７,９38 － － 5,７26 － 3,2７4 － －

業種別残高計 2,１62,７１4 358,3９6 6１2,９28 － １2０ 2,１０8,8０5 33０,７22 584,464 － １００
１ 年 以 下 １,１７4,4７７ 8９,362 2０,９１6 － １,１84,386 82,１０8 2１,2１6 －
１年超3年以下 １１０,4９6 5０,5７７ 43,886 － １００,2９2 63,１０5 3７,１86 －
3年超5年以下 １6１,１5０ 52,７38 １０8,4１１ － 2０8,8１2 44,5９７ １64,2１5 －
5年超７年以下 １64,843 3０,5１０ １34,332 － １26,０3７ 2０,868 １０5,１68 －
７年超１０年以下 １０９,36１ 24,582 84,７７９ － 8０,453 2７,65０ 52,8０3 －
１０ 年 超 263,１3７ 52,１７3 2１０,９63 － 248,535 4９,636 １９8,8９8 －
期限の定めの
な い も の １７９,248 58,45０ ９,638 － １6０,288 42,７55 4,９７5 －

残存期間別残高計 2,１62,７１4 358,3９6 6１2,９28 － 2,１０8,8０5 33０,７22 584,464 －
（注） １． 信用リスクに関するエクスポージャーの残高には、資産（自己資本控除となるもの、リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに該当す

るもの、証券化エクスポージャーに該当するものを除く）ならびにオフ・バランス取引および派生商品取引の与信相当額を含みます。
　　　２． 「うち貸出金等」には、貸出金のほか、コミットメントおよびその他のデリバティブ以外のオフ・バランスシート・エクスポージャーを含んでいます。  

なお、コミットメントとは、契約した期間・融資枠の範囲内で、お客さまのご請求に基づき、金融機関が融資を実行することを約束する契約における融資可
能残額のことです。

　　　３．「店頭デリバティブ」とは、スワップ等の金融派生商品のうち相対で行われる取引をいいます。
　　　４．「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本または利息の支払が約定支払日の翌日から３か月以上延滞しているエクスポージャーをいいます。
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（２）貸倒引当金の期末残高および期中増減額
　①貸倒引当金の期末残高および期中の増減額

 58ページをご覧ください。

　②業種別の個別貸倒引当金の期末残高・期中増減額および貸出金償却の額 （単位：百万円）

令和４年度 令和５年度
個別貸倒引当金

貸出金
償　却

個別貸倒引当金

貸出金
償　却期　首

残　高
期　中
増加額

期中減少額 期末
残高

期　首
残　高

期　中
増加額

期中減少額 期末
残高目的

使用 その他 目的
使用 その他

法　
　
　
人

農 業 65 32 4７ １７ 32 4７ 32 65 － 32 65 －
林 業 － － － － － － － － － － － －
水 産 業 － － － － － － － － － － － －
製 造 業 － 6 － － 6 － 6 － － 6 － －
鉱 業 326 282 － 326 282 － 282 23９ － 282 23９ －
建設・不動産業 3,７７０ 3,７6０ － 3,７７０ 3,７6０ － 3,７6０ 3,７54 － 3,７6０ 3,７54 －
電気・ガス・熱
供 給・ 水 道 業 － － － － － － － 2１ － － 2１ －

運 輸・ 通 信 業 － － － － － － － － － － － －
金 融・ 保 険 業 － － － － － － － － － － － －
卸売・小売・飲
食・サービス業 85９ １4０ 5９2 26７ １4０ － １4０ １24 － １4０ １24 －

上 記 以 外 ０ ７4 － ０ ７4 － ７4 6７ － ７4 6７ －
個 人 6 6 － 6 6 － 6 6 － 6 6 －

業 種 別 計 5,０3０ 4,3０3 64０ 4,38９ 4,3０3 4７ 4,3０3 4,2７７ － 4,3０3 4,2７７ －
（注）１．一般貸倒引当金については業種別の算定を行っていないため、個別貸倒引当金のみ記載しています。
　　 ２．洗替表示となっています。
　　 ３．当会では国外への貸出を行っていないため、地域別（国内・国外）の開示を省略しています。
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（３）信用リスク削減効果勘案後の残高およびリスク・ウェイト１25０％を適用する残高 （単位：百万円）

令和４年度 令和５年度
格付あり 格付なし 計 格付あり 格付なし 計

信
用
リ
ス
ク
削
減
効
果
勘
案
後
残
高

０ % － 23１,35１ 23１,35１ － 235,425 235,425
２% － － － － － －
４% － － － － － －
１０% － 6９,９１5 6９,９１5 － 68,９９4 68,９９4
2０% ７8,5１０ １,１54,8０７ １,233,3１8 ９4,１35 １,１44,９5９ １,23９,０９4
35% － 6 6 － 5 5
5０% 335,７１０ 8７8 336,58９ 2７6,０46 ７７6 2７6,822
７5% － 2７8 2７8 － 262 262
１００% 62,325 ９2,９42 １55,26７ 5０,3０3 １０3,１28 １53,432
１5０% ７００ 3,１28 3,82９ － 5,326 5,326
25０% － １32,628 １32,628 － １3０,７９6 １3０,７９6
その他 － － － － － －
１25０% － － － － － －

合　計 4７７,24７ １,685,９3７ 2,１63,１84 42０,484 １,68９,6７4 2,１１０,１5９
（注）１． 信用リスクに関するエクスポージャーの残高には、資産（自己資本控除となるもの、リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに該当するもの、

証券化エクスポージャーに該当するものを除く）ならびにオフ・バランス取引および派生商品取引の与信相当額を含みます。
　　 ２． 「格付あり」にはエクスポージャーのリスク・ウェイト判定において格付を使用しているもの、「格付なし」にはエクスポージャーのリスク・ウェイト判定に

おいて格付を使用していないものを記載しています。なお、格付は適格格付機関による依頼格付のみ使用しています。
　　 ３． 経過措置によってリスク・ウェイトを変更したエクスポージャーについては、経過措置適用後のリスク・ウェイトによって集計しています。また、経過措置によっ

てリスク・アセットを算入したものについても集計の対象としています。
　　 ４． １25０%には、非同時決済取引にかかるもの、信用リスク削減手法として用いる保証またはクレジット・デリバティブの免責額にかかるもの、重要な出資にか

かるエクスポージャーなどリスク・ウェイト１25０%を適用したエクスポージャーがあります。
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３．信用リスク削減手法に関する事項

■ 信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針および手続の概要

　「信用リスク削減手法」とは、自己資本比率算出における信用リスク・アセット額の算出において、エクスポージャー
に対して一定の要件を満たす担保や保証等が設定されている場合に、エクスポージャーのリスク・ウェイトに代え、
担保や保証人に対するリスク・ウェイトを適用するなど信用リスク・アセット額を軽減する方法です。
　当会では、信用リスク削減手法を「自己資本比率算出規程」にて定めています。
　信用リスク削減手法として、「適格金融資産担保」、「保証」、「貸出金と自会貯金の相殺」を適用しています。
　適格金融資産担保付取引とは、エクスポージャーの信用リスクの全部または一部が、取引相手または取引相手のた
めに第三者が提供する適格金融資産担保によって削減されている取引をいいます。当会では、適格金融資産担保取引
について、信用リスク削減手法の簡便手法を用いています。
　保証については、被保証債権の債務者よりも低いリスク・ウェイトが適用される中央政府等、我が国の地方公共団体、
地方公共団体金融機構、我が国の政府関係機関、外国の中央政府以外の公共部門、国際開発銀行、および金融機関ま
たは第一種金融商品取引業者、これら以外の主体で長期格付を付与しているものを適格保証人とし、エクスポージャー
のうち適格保証人に保証された被保証部分について、被保証債権のリスク・ウェイトに代えて、保証人のリスク・ウェ
イトを適用しています。
　ただし、証券化エクスポージャーについては、これら以外の主体で保証提供時に長期格付がＡ-またはＡ3以上で、
算定基準日に長期格付がBBB-またはBaa3以上の格付を付与しているものを適格保証人とし、エクスポージャーのう
ち適格保証人に保証された被保証部分について、被保証債権のリスク・ウェイトに代えて、保証人のリスク･ウェイ
トを適用しています。
　貸出金と自会貯金の相殺については、①取引相手の債務超過、破産手続開始の決定その他これらに類する事由にか
かわらず、貸出金と自会貯金の相殺が法的に有効であることを示す十分な根拠を有していること、②同一の取引相手
との間で相殺契約下にある貸出金と自会貯金をいずれの時点においても特定することができること、③自会貯金が継
続されないリスクが、監視および管理されていること、④貸出金と自会貯金の相殺後の額が、監視および管理されて
いること、の条件をすべて満たす場合に、相殺契約下にある貸出金と自会貯金の相殺後の額を信用リスク削減手法適
用後のエクスポージャー額としています。
　担保に関する評価および管理方法は、一定のルールのもと定期的に担保確認および評価の見直しを行っています。
なお、主要な担保の種類は自会貯金です。
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信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャーの額 （単位：百万円）

令和４年度 令和５年度
適格金融
資産担保 保証 クレジット・

デリバティブ
適格金融
資産担保 保証 クレジット・

デリバティブ

地方公共団体金融機構向け － － － － － －
我が国の政府関係機関向け － － － － － －
地 方 三 公 社 向 け － 4,3９０ － － 4,3９１ －
金 融 機 関 お よ び 第 一 種 
金 融 商 品 取 引 業 者 向 け － － － － － －

法 人 等 向 け 52,９０９ １,5０１ － 4７,636 2,8０5 －
中小企業等向けおよび個人向け 6 － － 5 － －
抵 当 権 付 住 宅 ロ ー ン － － － － － －
不 動 産 取 得 等 事 業 向 け － － － － － －
三 月 以 上 延 滞 等 － － － － － －
証 券 化 － － － － － －
中 央 清 算 機 関 関 連 － － － － － －
上 記 以 外 － 3,3０１ － － 4,3０７ －

合　　　　　　　計 52,９１5 ９,１９4 － 4７,64１ １１,5０4 －
（注）１．「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産（オフ・バランスを含む）のことをいい、具体的には貸出金や有価証券等が該当します。
　　 ２． 「三月以上延滞等」とは、元本または利息の支払が約定支払日の翌日から3か月以上延滞している債務者にかかるエクスポージャーおよび「金融機関および第

一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」等においてリスク・ウェイトが１5０%になったエクスポージャーのことです。
　　 ３． 「証券化」とは、原資産にかかる信用リスクを優先劣後構造のある二以上のエクスポージャーに階層化し、その一部または全部を第三者に移転する性質を有す

る取引のことです。
　　 ４． 「上記以外」には、現金・外国の中央政府および中央銀行向け・国際決済銀行等向け・外国の中央政府等以外の公共部門向け・国際開発銀行向け・取立未済手形・

未決済取引・その他の資産（固定資産等）等が含まれます。
　　 ５． 「クレジット・デリバティブ」とは、第三者（参照組織）の信用リスクを対象に、信用リスクを回避したい者（プロテクションの買い手）と信用リスクを取得

したい者（プロテクションの売り手）との間で契約を結び、参照組織に信用事由（延滞・破綻など）が発生した場合にプロテクションの買い手が売り手から
契約に基づく一定金額を受領する取引をいいます。

４．派生商品取引および長期決済期間取引のリスクに関する事項

■ 派生商品取引および長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリスク管理
の方針および手続の概要

　「派生商品取引」とは、その価格（現在価値）が他の証券・商品（原資産）の価格に依存して決定される金融商品（先
物、オプション、スワップ等）にかかる取引です。
　「長期決済期間取引」とは、有価証券等の受渡しまたは決済を行う取引であって、約定日から受渡日（決済日）ま
での期間が５営業日または市場慣行による期間を超えることが約定され、取引相手に対する有価証券等の引渡しまた
は資金の支払いをその反対取引に先立って行う取引です。
　当会では、派生商品取引および長期決済期間取引に関して、以下の方針に基づき管理を行っています。

○派生商品取引
　「余裕金運用方針」および「運用基準」において、先物、オプション取引の運用枠および１回の購入限度額、ロスカッ
ト基準等を設定し、保有有価証券の価格下落リスクヘッジ、取得予定有価証券の価格上昇リスクヘッジ等の目的で実
施しています。

○長期決済期間取引
　原則行いません。
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（１）派生商品取引および長期決済期間取引の内訳
　　　該当する取引はありません。

（２）与信相当額算出の対象となるクレジット・デリバティブ
　　　該当する取引はありません。

（３）信用リスク削減手法の効果を勘案するために用いているクレジット・デリバティブ
　　　該当する取引はありません。

５．証券化エクスポージャーに関する事項

■ リスク管理の方針およびリスク特性の概要

　「証券化エクスポージャー」とは、原資産にかかる信用リスクを優先劣後構造のある二以上のエクスポージャーに
階層化し、その一部または全部を第三者に移転する性質を有する取引にかかるエクスポージャーのことです。「再証
券化エクスポージャー」とは、原資産の一部または全部が証券化エクスポージャーである取引にかかるエクスポー
ジャーのことです。
　当会では、適切なリスク管理のもと、証券化取引を運用手段の一つとして継続的な活用を図っています。なお、当
会は、証券を購入する投資家の役割であり、他の役割（オリジネーター、サービサー信用補完の提供者等）を担うこ
とはありません。また、証券化取引は、信用リスク、金利リスク、ならびに証券化エクスポージャー固有の構造上の
特性や裏付け資産等に起因するリスクを有しており、証券の保有額は、当会が格付ごとに個別に定める保有限度額内
で管理しています。

■ 体制の整備およびその運用状況の概要

　証券化エクスポージャーについてのリスク特性および構造上の特性、ならびに証券化エクスポージャーの裏付け資
産についてのリスク特性およびその状況を継続的に把握するために必要な体制を整備しています。また、投資決定時
に市場環境および投資案件にかかる妥当性の分析・評価を行うとともに、投資期間中には定期的なモニタリングを実
施し、投資案件の時価評価、格付状況ならびに裏付け資産の内容等を把握し、リスク管理委員会に報告しています。

■ 信用リスク・アセット額算出方法の名称

　証券化エクスポージャーにかかる信用リスク・アセットの額の算出については、外部格付準拠方式、標準的手法準
拠方式を採用しており、いずれにも該当しない場合は１25０％のリスク・ウェイトを適用しています。

■ 証券化取引に関する会計方針

　証券化取引については、「金融商品に係る会計基準」および「金融商品会計に関する実務指針」に基づき会計処理
を行っています。
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■  証券化エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイト判定に使用する適格格
付機関の名称

　証券化エクスポージャーのリスク・ウェイトの判定にあたり使用する格付は、以下の適格格付機関による所要の要
件を満たした依頼格付のみ使用し、非依頼格付は使用しないこととしています。

適格格付機関

株式会社格付投資情報センター（Ｒ&Ｉ）
株式会社日本格付研究所（ＪＣＲ）
ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Moody’s）
Ｓ&Pグローバル・レーティング(Ｓ&P)
フィッチレーティングスリミテッド（Ｆitch）

■ 内部評価方式の概要

　当会は内部格付手法を採用していないため該当しません。

■  当会がオリジネーターである場合における信用リスク・アセットの算出対象と
なる証券化エクスポージャーに関する事項

　該当する取引はありません。

■  当会が投資家である場合における信用リスク・アセットの算出対象となる証券
化エクスポージャーに関する事項

（１）保有する証券化エクスポージャーの額 （単位：百万円）

令和４年度 令和５年度
証券化エク

スポージャー
再証券化エク
スポージャー

証券化エク
スポージャー

再証券化エク
スポージャー

オン・バランス

クレジットカード与信 － － － －
住 宅 ロ ー ン － － － －
自 動 車 ロ ー ン １,546 － ７34 －
そ の 他 8１０ － 6９5 －
合 計 2,356 － １,43０ －

オフ・バランス

クレジットカード与信 － － － －
住 宅 ロ ー ン － － － －
自 動 車 ロ ー ン － － － －
そ の 他 － － － －
合 計 － － － －

（注）証券化エクスポージャーは再証券化エクスポージャーを除いて記載し、証券化エクスポージャーと再証券化エクスポージャーを区別して記載しています。
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（２）リスク・ウェイト区分ごとの残高および所要自己資本の額 （単位：百万円）

証券化エクスポージャー 再証券化エクスポージャー
リスク・ウェイト 

区分 残高 所要自己
資本額

リスク・ウェイト 
区分 残高 所要自己

資本額

令和４年度

オン・バランス

０～１5％未満 － － ０～１００％未満 － －
１5～5０％未満 2,356 １8 １００～25０％未満 － －
5０～１００％未満 － － 25０～4００％未満 － －
１００～25０％未満 － － 4００～１25０％未満 － －
25０～4００％未満 － － １25０% － －
4００～１25０％未満 － －
１25０% － －

合　　計 2,356 １8 合　　計 － －

オフ・バランス

０～１5％未満 － － ０～１００％未満 － －
１5～5０％未満 － － １００～25０％未満 － －
5０～１００％未満 － － 25０～4００％未満 － －
１００～25０％未満 － － 4００～１25０％未満 － －
25０～4００％未満 － － １25０% － －
4００～１25０％未満 － －
１25０% － －

合　　計 － － 合　　計 － －

令和５年度

オン・バランス

０～１5％未満 － － ０～１００％未満 － －
１5～5０％未満 １,43０ １１ １００～25０％未満 － －
5０～１００％未満 － － 25０～4００％未満 － －
１００～25０％未満 － － 4００～１25０％未満 － －
25０～4００％未満 － － １25０% － －
4００～１25０％未満 － －
１25０% － －

合　　計 １,43０ １１ 合　　計 － －

オフ・バランス

０～１5％未満 － － ０～１００％未満 － －
１5～5０％未満 － － １００～25０％未満 － －
5０～１００％未満 － － 25０～4００％未満 － －
１００～25０％未満 － － 4００～１25０％未満 － －
25０～4００％未満 － － １25０% － －
4００～１25０％未満 － －
１25０% － －

合　　計 － － 合　　計 － －
（注）証券化エクスポージャーは再証券化エクスポージャーを除いて記載し、証券化エクスポージャーと再証券化エクスポージャーを区別して記載しています。

（３） 自己資本比率告示第224条並びに第224条の4第１項第１号および第2号の規定によりリスク・
ウェイト１25０％を適用した証券化エクスポージャーの額

　　該当する取引はありません。
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（４） 保有する再証券化エクスポージャーに対する信用リスク削減手法の適用の有無および保証
人に適用されるリスク・ウェイトの区分ごとの内訳  
該当する取引はありません。

６．オペレーショナル・リスクに関する事項

■ リスク管理の方針および手続の概要

　「オペレーショナル・リスク」とは、業務の過程、役職員の活動もしくは、システムが不適切であることまたは災
害等により損失を被るリスクのことです。当会では、オペレーショナル・リスクに含まれる種々のリスクのうち、と
りわけ重要である事務リスク管理について、事務ミス発生時に速やかに経営層まで発生状況・原因等を報告し、再発
防止策を講じる取り組みや事務処理堅確化の一助となる各種要領・マニュアル等の整備を進め、事務ミス発生の未然
防止を図る取り組みを行っています。

■ オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法の名称

　当会では、自己資本比率算出におけるオペレーショナル・リスク相当額の算出にあたり、「基礎的手法」を採用し
ています。
　基礎的手法とは、１年間の粗利益に０．１5を乗じた額の直近３年間の平均値によりオペレーショナル・リスク相当額
を算出する方法です。なお、１年間の粗利益は、経常利益から国債等債券売却益・償還益およびその他経常収益を控
除し、役務取引等費用、国債等債券売却損・償還損・償却、経費、その他経常費用および金銭の信託運用見合費用を
加算して算出します。

７．出資その他これに類するエクスポージャーに関する事項

■ 出資その他これに類するエクスポ―ジャーに関するリスク管理の方針および手
続の概要

　「出資その他これに類するエクスポージャー」とは、貸借対照表上の有価証券勘定および外部出資勘定の株式また
は出資として計上されているものです。
　当会で保有する出資その他これに類するエクスポージャーは、その他有価証券として区分される株式および外部出
資勘定の株式または出資として計上されているものです。

○その他有価証券として区分される株式
　その他有価証券として区分される株式については、市場リスク管理の枠組みの中で適切にリスク管理を行っていま
す。

○外部出資勘定の株式または出資
　外部出資勘定の株式または出資については、個別に出資先等の財務状況、当会との関わり合い等を考慮したうえで、
適切にリスク管理を行っています。
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（１）出資その他これに類するエクスポージャーの貸借対照表計上額および時価 　（単位：百万円）

令和４年度 令和５年度
貸借対照表計上額 時価評価額 貸借対照表計上額 時価評価額

上　　　場 １3,884 １3,884 １8,5７2 １8,5７2
非　上　場 8９,１45 8９,１45 8９,１45 8９,１45

合　計 １０3,０3０ １０3,０3０ １０７,７１8 １０７,７１8
（注）「時価評価額」は、時価のあるものは時価、時価のないものは貸借対照表計上額の合計額です。

（２）出資その他これに類するエクスポージャーの売却および償却にともなう損益 （単位：百万円）

令和４年度 令和５年度
売却益 売却損 償却額 売却益 売却損 償却額

１4９ 2７ － 2１０ ０ －

（３）貸借対照表で認識され損益計算書で認識されない評価損益の額
　　（保有目的区分をその他有価証券としている株式・出資の評価損益等） （単位：百万円）

令和４年度 令和５年度
評価益 評価損 評価益 評価損

2,85７ 442 ７,5７3 ７4

（４）貸借対照表および損益計算書で認識されない評価損益の額
　  （子会社・関連会社株式の評価損益等）
　　該当する評価損益の額はありません。

８．リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：百万円）

令和４年度 令和５年度

ルックスルー方式を適用するエクスポージャー 8０,０46 ７8,645
マンデート方式を適用するエクスポージャー － －
蓋然性方式（25０％）を適用するエクスポージャー － －
蓋然性方式（4００％）を適用するエクスポージャー － －
フォールバック方式（１25０％）を適用するエクスポージャー － －
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９．金利リスクに関する事項

■ 金利リスクに関するリスク管理の方針および手続の概要

　「金利リスク」とは、金融機関の保有する資産・負債のうち、市場金利に影響を受けるもの（例えば貸出金、有価証券、
貯金等）が、金利変動にともない損失を被るリスクのことで、具体的には資産と負債の金利または期間のミスマッチ
が存在している中で金利が変動することにより、利益が低下ないし損失を被るリスクです。
　当会におけるリスク管理方針および手続きについては以下のとおりです。

○リスク管理および計測の対象とする金利リスクの考え方および範囲に関する説明
　当会では、金利リスクを重要なリスクの一つとして認識し、適切な管理体制のもとで他の市場リスクと一体的に管
理をしています。

○リスク管理およびリスクの削減の方針に関する説明
　当会は、リスク管理委員会のもと自己資本に対するＩＲＲBBの比率の管理を行っています。また、収支シミュレーショ
ンの分析を行いリスク削減に努めています。

○金利リスク計測の頻度
　四半期末（６月末、９月末、１2月末、３月末）を基準日として、四半期ごとにＩＲＲBBを計測しており、当結果をリ
スク管理委員会、理事会および経営管理委員会に報告しています。

■ 金利リスクの算定手法の概要

　当会では、経済価値ベースの金利リスク量（⊿ＥVＥ）については、金利感応ポジションにかかる基準日時点のイー
ルドカーブに基づき計算されたネット現在価値と、標準的な金利ショックを与えたイールドカーブに基づき計算され
たネット現在価値の差により算出しており、金利ショックの幅は、上方パラレルシフト、下方パラレルシフト、スティー
プ化の3シナリオによる金利ショック（通貨ごとに異なるショック幅）を適用しています。

○流動性貯金に割り当てられた金利改定の平均満期
　流動性貯金に割り当てられた金利改定の平均満期は１．０6年です。

　
○流動性貯金に割り当てられた最長の金利改定満期
　流動性貯金に割り当てられた最長の金利改定満期は5年です。

○流動性貯金への満期の割り当て方法(コア貯金モデル等)およびその前提
　流動性貯金への満期の割り当て方法については、金融庁が定める保守的な前提を採用しています。

○固定金利貸出の期限前返済や定期貯金の早期解約に関する前提
　固定金利貸出の期限前返済や定期貯金の早期解約について考慮していません。

○複数の通貨の集計方法およびその前提
　通貨別に算出した金利リスクの正値を合算しています。通貨間の相関等は考慮していません。
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○スプレッドに関する前提(計算にあたって割引金利やキャッシュ・フローに含めるかどうか)
　一定の前提を置いたスプレッドを考慮してキャッシュ・フローを展開しています。なお、当該スプレッドは金利変
動ショックの設定上は不変としています。

○内部モデルの使用等、⊿ＥVＥおよび⊿ＮＩＩに重大な影響を及ぼすその他の前提
　内部モデルは使用していません。

○前事業年度末の開示からの変動に関する説明
　⊿ＥVＥの前事業年度末からの変動要因は、運用資産の残高減少によるものです。

○計測値の解釈や重要性に関するその他の説明
　該当ありません。

■  ⊿ＥVＥおよび⊿ＮＩＩ以外の金利リスクを計測している場合における、当該金利リ
スクに関する事項

○金利ショックに関する説明
　リスク資本配賦管理としてVaＲで計測する市場リスク量を算定しています。

○ 金利リスク計測の前提およびその意味（特に、農協法自己資本開示告示に基づく定量的開示の対象となる⊿ＥVＥおよ
び⊿ＮＩＩと大きく異なる点）

　特段ありません。

■ 金利リスクに関する事項
　　（単位：百万円）

IRRBB1：金利リスク
⊿EVE ⊿NⅠⅠ

令和４年度 令和５年度 令和４年度 令和５年度

上方パラレルシフト 5０,353 45,68１ 4,９38 5,4０2
下方パラレルシフト ０ ０ 2 １
スティープ化 33,324 3０,38９
フラット化
短期金利上昇
短期金利低下
最大値 5０,353 45,68１ 4,９38 5,4０2

令和４年度 令和５年度
自己資本の額 １2９,25０ １3０,268

（注）１． 「⊿ＥVＥ」とは、金利リスクのうち、金利ショックに対する経済的価値の減少額として計測されるものをいいます。
　　 ２． 「⊿ＮⅠⅠ」とは、金利リスクのうち、金利ショックに対する算出基準日から１2か月を経過する日までの間の金利収益の減少額として計測されるものをいいます。
　　 ３． 「上方パラレルシフト」とは、通貨および将来の期間ごとに、当該通貨および当該将来の期間に応じた算出基準日時点のリスクフリー・レートに、別に定める

パラレルシフトに関する金利変動幅を加える金利ショックをいいます。
　　 ４． 「下方パラレルシフト」とは、通貨および将来の期間ごとに、当該通貨および当該将来の期間に応じた算出基準日時点のリスクフリー・レートに、別に定める

パラレルシフトに関する金利変動幅にマイナス １ を乗じて得た数値を加える金利ショックをいいます。
　　 ５． 「スティープ化」とは、通貨および将来の期間ごとに、当該通貨および当該将来の期間に応じた算出基準日時点のリスクフリー・レートに、別に定める算式を

用いて得た金利変動幅を加える金利ショックをいいます。
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